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研究成果の概要（和文）：欧州を中心に導入が進んでいるMaaSでは,鉄道やバスといった代表交通手段とカーシ
ェアやバイクシェアなどのシェアモビリティから成るモーダルミックスに対する選好意識を分析し，事前に需要
を予測し，整備効果を評価することが求められる．
本研究では，1)公共交通利用の端末部分にシェアモビリティを導入した場合の選好意識調査を実施し，2)公共交
通利用部分の類似性を考慮した手段選択モデルの構築を行い，3)このモデルを第4回熊本都市圏PT調査データに
適用することにより，シェアモビリティによるモーダルコネクトが公共交通の利用需要に及ぼす影響について評
価した．

研究成果の概要（英文）：When introducing MaaS (Mobility as a Service), it is required to enhance not
 only the conventional representative transport modes such as railroads and buses but also feeder 
transport services by shared mobility such as car sharing and bike sharing. However, there are not 
many studies on methods for forecasting demand and evaluating the effects of such mixed modes 
service.
In this study, 1) we conducted a preference survey when several types of share mobility was 
introduced in the access and egress part of representative transport modes. Next, Next,2) a route 
choice model is formulated by the cross nested model, considering that a part of the routes are 
composed of the same representative transport mode. Furthermore, 3) by applying this model to the 
Kumamoto metropolitan area and confirmed the effect of the development of feeder services by shared 
mobility on the demand for public transportation.

研究分野：交通計画

キーワード： シェアリングサービス　MaaS　モーダルコネクト　クロスネスティッドモデル

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
MaaSを運用するためには,鉄道駅へのフィーダー部分に利便性の高い端末手段を準備しておく必要がある．カー
シェアなどのシェアモビリティはその有用な候補であり，これらに対する需要予測と導入効果の評価を行う方法
が求められている．
本研究では，1)意識調査により，フィーダー部分にシェアモビリティを導入した新たな経路に対して，被験者の
約4割が利用意向を示すことが明らかになった．また，2)経路の一部が重複するため，経路選択モデルにはクロ
スネスティッドモデルが有効であり，3)これを熊本都市圏に適用した結果，自動車利用者の約2%が転換するこ
と，転換は公共交通の利便性の低い地域で起こることなどを示した．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
 欧州を中心に新たなモビリティサービスとして導入が進んでいる MaaS（Mobility as a Service）
は，あらゆる交通手段を統合し，その最適化を図った上で，マイカーと同等か，それ以上に快適
な移動サービスを提供しようという新たな概念である．MaaS では，個人の出発地から目的地ま
での Door-to-Door の移動をサポートし，複数の移動選択肢を提示する．これらの選択肢の経路案
内，情報提供，予約，決済が同一プラットフォーム上で行われることから，MaaS の利用により
シームレスでストレスフリーな移動が可能になる．今後，我が国でも MaaS 導入に向けたプラッ
トフォームの開発が求められている． 

しかし，それだけでは自動車依存度の高い我が国の公共交通の利用率が向上するとは考えに
くい．MaaS の供給サイドはこれまでの交通事業者と新たな交通事業者，および MaaS プラット
フォーム事業者で構成される．中でも以下の理由より新たな交通事業者が重要である．公共交通
の利用が少ない最大の原因の一つとしてファースト・ラストワンマイル問題が挙げられる．その
ため，MaaS を実現する上で既存の交通手段を組み合わせるだけでなく，アクセス・イグレス区
間を補完する新たな交通手段の導入が求められる．欧州で MaaS を成功させているサービスに共
通する特徴として，カーシェアリング（以後，CS と記す）やバイクシェアリング（以後，BS と
記す）のようなアクセス・イグレス区間を補完する交通手段がサービスに含まれており，我が国
でも MaaS 導入を本格的に進める前提として，シェアモビリティの整備が求められる． 
 
 
２．研究の目的 

 
国内外を問わず，CS や BS は市民に浸透しつつあるため，それらのサービスに対する選好意

識の分析や需要予測の方法，普及過程や導入効果についての研究が盛んに行われている．しかし，
鉄道やバスといった代表交通手段との連携，および相乗効果を分析するような研究はほとんど
みられない．一方で，MaaS の実証フィールド調査や効果分析に関する研究は増加しているもの
の，公共交通とシェアモビリティから成るモーダルミックスに対する選好意識を分析し，その需
要を予測・評価するような方法について検討を行った研究は少ない． 
本研究では，1)自動車の代替交通手段としての公共交通利用の端末部分にシェアモビリティを

導入した場合の選好意識調査の実施，2)公共交通利用部分の類似性を考慮した手段選択モデルの
構築を行う．さらに，3)このモデルを第 4 回熊本都市圏 PT 調査データに適用することにより，
シェアモビリティによるモーダルコネクトが公共交通の利用需要に及ぼす影響について予測す
ることを目的とする． 
 
 
３．研究の方法 
 
(1) シェアモビリティによるモーダルコネクトに対する選好意識調査の実施 
 公共交通を利用する経路の一部であるアクセス・イグレス部分にシェアモビリティを導入す
ることを想定した経路の利用意向を尋ねる SP（Stated Prefernce）調査では，シェアモビリティと
代表交通手段である公共交通とを組み合わせたミックスモード代替移動手段を提示する必要が
ある．そこで，独自に開発したシェアモビリティについての解説リーフレットを提示しながら，
シェアモビリティを含む経路の利用意向に対する選好意識調査を行った．調査対象地は現状公
共交通サービス利用が不便であり，トリップの多くがマイカー利用であるが，モーダルコネクト
が実現することで，公共交通サービスの利便性が向上する見込みがありそうな豊肥本線肥後大
津駅まで約 3km の大津町美咲野，光の森駅まで約 2km の菊陽町杉並台などの住宅地である．調
査方法は世帯訪問・留置調査とした． 

まず，常用手段と代替手段に関するデータ（RP データ）を収集するため，1 世帯につき 3 人
分の調査票を配布し，回収した．171 世帯に調査票を配布し，115 世帯から回収を得た．その後，
個人ごとにオーダーメイドでプロファイルを作成し，2 回目の訪問調査を行った．しかし，不在
やお断りにより，配布は 85 世帯にとどまったが，回答まで協力してくれた世帯は 78 世帯であ
り，回収率は 9 割を超えた．取得できた有効トリップ数は RP データが 244，SP データでは 193
であった． 
 
(2) 移動手段選択モデルの構築 
図-1 のケースで 4 つの移動手段の選択問題を説明する．これを図-2 の経路図に置き換えたと

き，常用手段は OD 間全てでマイカーを利用するが，代替手段と 2 つの代替改善案では代表交通
手段にバスを，代替改善案の 1 と 2 ではイグレス交通手段に BS を利用するため，黄色で示した
部分で交通手段が重複する．そのため，代替改善案の端末部分はシェアモビリティで構成されて



いるものの，主要部分は公共交通であることから，マイカーや公共交通との選択肢類似性を否定
できない． 

このような移動手段選択問題に対して Multinominal Logit（MNL）モデルを適用すると，IIA
（Independence from Irrelevant Alternatives）特性のために，類似した選択肢の選択確率を過大評価
する．これに対して，IIA 特性を緩和するアプローチである Nested Logit（NL）モデルを適用す
る場合，シェアモビリティを含んだ移動手段は公共交通を含んだ移動手段の部分集合になるこ
とが多いが，シェアモビリティをマイカー代わりとして利用する場合もあるため，はじめからマ
イカーと独立した選択肢ツリーと仮定するのは適切でない．そこで，移動手段選択モデル構築の
前段階として，シェアモビリティがマイカーと公共交通のどちらと相関が大きいかを同定する
シェアモビリティの分布比率決定モデルを推定する．分布比率決定モデルには，IIA 特性の制約
を緩和することが可能であり，選択肢の類似性や選択肢ツリーの構造想定に対する問題を解決
するために，複数のネストに 1 つの選択肢が属することを許す Cross Nested Logit（CNL）モデル
を採用した． 
 CNL モデルの選択確率式は 
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である．𝛼௝௠は選択肢分布特性パラメータとよば
れ，0.0 ൑ 𝛼௝௠ ൑ 1.0かつ∑ 𝛼௝௠ ൌ 1.0௠ であり，ネ
スト𝑚ごとの選択肢𝑗の分布比率を特定化する．
この𝛼௝௠により，選択肢𝑗が 1 つ以上のネストに
含まれることを可能にし，複数のネストに含ま
れる場合，各ネストへ含まれる比率を推定可能
になる．一方，𝜆は類似性パラメータであり，
0.0 ൑ 𝜆 ൑ 1.0ならばその選択ツリー構造の仮定
は正しく，𝜆 ൌ 1のとき MNL モデルと一致する．
また，手段𝑖が単一のネスト𝑚だけに配置されて
いる場合には NL モデルと一致する． 

図-3 に分布比率決定モデルのツリー構造を示
す ． 𝛼୑௬௖௔௥,஺௨௧௢ と 𝛼୑ୟୱୱ ୲୰ୟ୬ୱ୧୲,்௥௔௡௦௜௧ を 1.0 ，
𝛼ெ௬ ௖௔௥,୘௥௔௡௦௜௧と𝛼୑ୟୱୱ ୲୰ୟ୬ୱ୧୲,୅୳୲୭  を 0.0 と仮定し
た．これはマイカーと公共交通は相互に独立と仮定することであり，ツリー構造からも無理のな
い仮定であることがわかる．効用関数のパラメータと類似性パラメータ𝜆とともに，シェアモビ
リ テ ィ の Auto と Transit に 対 す る 選 択 肢 分 布 特 性 パ ラ メ ー タ 𝛼ୗ୦ୟ୰ୣ ୫୭ୠ୧୪୧୲୷,୅୳୲୭ と
𝛼ୗ୦ୟ୰ୣ ୫୭ୠ୧୪୧୲୷,୘୰ୟ୬ୱ୧୲を同時推定することで，シェアモビリティによるモーダルコネクトがマイカ
ーと公共交通のどちらに位置づけられるか判断する事が本モデルの推定目的である． 
推定結果は，代表手段での移動時間を除いた説明変数の符号条件で理論的な結果となった．また，
類似性パラメータ𝜆は 0.64 とツリー構造の仮定は妥当である．選択肢分布特性パラメータは
𝛼ୗ୦ୟ୰ୣ ୫୭ୠ୧୪୧୲୷,୅୳୲୭=0.23，𝛼ୗ୦ୟ୰ୣ ୫୭ୠ୧୪୧୲୷,୘୰ୟ୬ୱ୧୲=0.77 となり，シェアモビリティは公共交通に高い比
率で分布する交通手段であることが示された． 
 
 
４．研究成果 
 
(1) 移動手段選択モデルの推定 
 常用手段，代替手段，2 つの代替改善案に対する選好順位付けのうち，順位が 1 位であった移
動手段を選択するものと見なし，移動手段選択モデルを推定する．選択肢間には相関が生まれる
ため，MNL モデルをはじめ，NL モデル，CNL モデルといった IIA 特性を緩和するモデルで推
定を行う． 

 
図-3 分布比率決定モデルのツリー構造図 

 
図-1 移動方法の例 

図-2 図-1の経路の模式図 



 NL モデルの選択肢ツリー構造を図-4に示す．代替改善案 1 と 2 は公共交通機関とシェアモビ
リティの部分で選択肢間に類似性があると仮定して下位ツリーでネスト化した．CNL モデルの
選択肢ツリー構造は図-5 に示すように移動手段選択モデルの場合には，他モデルのツリー構造
と異なり，上位レベルに各区間の交通手段がネスティングされ下位レベルで各移動手段の選択
が行われるようになっている．そのため，選択確率は式(1)の通りであるが，選択肢分布パラメー
タ 𝛼௝௠は無数に存在し，推定するのは容易ではない．そこで，多くの研究で使われているように，
本来の CNL モデルの簡易型として𝛼௝௠を以下のように与える方法を用いた． 

𝛼௝௠ ൌ ൬ ೘்

்ೕ
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ここで，𝑇௝は選択肢𝑗の総所要時間，𝑇௠はある区間の交通手段𝑚で移動する時間であり，𝛿௝௠は選
択肢𝑗と交通手段𝑚の包含を示し，0 と 1 で表現される． 

RP データと SP データを組み合わせて推定した MNL，NL，CNL モデルの推定結果を表-1 に
示す．各モデルの中には説明変数の t値がやや低いものも見られるが，パラメータの符号条件は
すべて理論的である．料金が低く，各区間の所要時間が短いほど，また，移動手段にマイカー，
シェアモビリティが含まれていると選択肢の効用が高くなるモデルとなっている．端末部の交
通に注目すると，アクセス時間よりもイグレス時間が短いほど効用が高まる．また，統計的信頼
性も高い．尤度比はどのモデルでも 0.24～0.27 の値をとっており，モデル全体の適合性は高く，
モデルによって大きな差はない． 

 
(2) 熊本都市圏におけるモーダルコネクトによる公共交通への転換需要の試算 

熊本都市圏 PT 調査エリアにおいて，実際に代表利用手段として公共交通を利用しているトリ
ップのアクセス・イグレス区間にシェアモビリティが導入されてモーダルコネクトが実現した
場合，常用手段であるマイカーから代替改善案 1，2 への転換需要の試算を行った． 
 代替改善案を作成可能な 496,863 トリップに CNL モデルを適用したところ，10,094 トリップ

が公共交通へ転換すると試算された．これは全体の 2.03%しかないものの，シェアモビリティに

よるモーダルコネクトが公共交通への転換を可能にすることが明らかとなった．また，選択され

た代替改善案 1，2 の内訳はそれぞれ 5,019 と 5,075 であり，アクセス，イグレス区間を BS，CS
のどちらで置き換えても両者に大きな差は見られないという知見も得られた．  

   
図-4 NL モデルのツリー構造図         図-5 CNL モデルのツリー構造図 

 

  
図-6 公共交通選択トリップの発生比率      図-7 公共交通選択トリップの集中比率 



図-6，図-7 に代替改善案への総選択トリップに対する C ゾーン別選択トリップの発生・集中

トリップ比率を示す．発生比率は，熊本市中心部やその北に位置する合志市や菊陽町，大津町な

ど JR 豊肥本線や熊本電鉄沿線のゾーンで高い．中心部への代表交通手段が鉄道であり，そこへ

のアクセス利便性をシェアモビリティによって改善することで，公共交通への転換が生じるこ

とが考えられる．集中比率は熊本市中心部だけでなく，多くのゾーンで高くなっている． 
 
(3)まとめ 
 本研究から得られた成果を下記に箇条書きにする． 
1) 公共交通の利便性が低い地域を対象に，常用手段と代替手段の実態把握調査を実施，また，

代替手段をシェアモビリティで改善することによる公共交通の利用意向調査を行うことで，約 4
割が改善案の利用意向があることが明らかとなった．複数の交通モードを組み合わせた移動手

段の利用意向調査の方法を提案した． 
2) SP 調査データを元に，移動手段選択モデルを推定した．CNL モデルを推定することにより，

代表手段部分の類似性を考慮し，選択肢の独立性を示した．選択には，アクセス時間に比べてイ

グレス時間が影響するモデルとなった． 
3) 移動手段選択モデルを PT 調査に適用させることで公共交通への転換トリップの試算を行っ

た．自動車利用者の約 2%が転換する可能性があること，転換は公共交通の利便性の低い地域で

も起こることなど，シェアモビリティによるモーダルコネクトの効果を示した． 
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